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1. 目的  

A-1塗装 94 13.27 7.71
B-1塗装 19 10.79 2.25
RC床版 38 27.95 14.57
PC床版 8 20.88 22.10
鋼製支承 24 21.54 8.72
ゴム製支承 3 31.33 4.04
普通舗装 24 21.58 13.19
改質舗装 13 21.77 11.88
伸縮装置 10 15.60 5.27
防水層 5 30.20 9.15  

 土木構造物は初期建設コストと比較して，維持管理や更新に要するコストな

どインフラ整備以後に発生するコストが非常に大きくなることが指摘されて

いる 1)。そのため，初期建設コストによる評価だけでなく，計画当初から将来

の維持管理コストや更新コストを十分に予測し，最適な技術を選定していくラ

イフサイクルコスト（LCC）による評価を行うことが重要であるといえる。近

年，このような背景から橋梁の LCCに関する研究が数多く報告されているが，

いずれにおいても部材寿命は確定量として取り扱われ，本来部材が有する寿命

のばらつきまでは考慮されていない。そこで本研究では，部材寿命のばらつき

を考慮できる橋梁の LCC推定法を提案するとともにその試算例を示す。 

2. 部材寿命のアンケート調査 

 鋼橋の部材寿命のデータ収集を主目的として，平成 11，12年に官公庁，

公団，公社を対象にアンケート調査を実施し，全国 202橋のデータを得た。

本研究で提案する LCC 推定法では部材の更新を物理的な限界状態をもっ

て行うものとしたため，得られたデータから，荷重や化学的要因等による

劣化に伴い更新が行われた物理的寿命のみを取り扱った。調査結果として

各部材の平均値μと標準偏差σを表-1に示す。 

3. 部材寿命の確率分布の推定と適合度の検定  

 調査結果の一例として，A-1塗装と RC床版の寿命のヒストグラムを図

-1 に示す。図よりその形状が左に歪んでいること，対数をとることで確

率密度関数を確率変数が正の領域のみで定義できる等の理由から，本研究

では部材の物理的寿命の確率分布を対数正規分布と仮定した 2）。以下に対

数正規分布の確率密度関数，分布パラメータを示す 3）。 
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ここで，λとζは①式の分布パラメータであり，ln xの平均値と標準偏差で

xの平均値μと標準偏差σと②式のような関係がある。推定した確率分布に対

A-1 塗装と RC 床版についてχ2検定により適合度の検定を行った結果，それ

仮説を棄却しないことから，両部材寿命の分布は対数正規分布に従うとみなし

4. 部材寿命のばらつきを考慮した橋梁の LCC推定法の提案と試算例 

4.1 算定法の提案 

本研究で提案する LCC算定法では，算定期間内における初期建設費，維持管

する。試算を行う橋梁の構造仕様，初期建設費，更新費について表-2に示す。

が対数正規分布に従うという仮定のもとで，モンテカルロ法により部材寿命の
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表-1 部材寿命の平均値と標準偏差 
部材 データ数 μ（年） σ（年）
)22 µσ+  ･･･ ② 

   図-1 部材寿命のヒストグラム 

。また，これらのパラメータは

，比較的データが多く得られた

有意水準 1%，5%のときに帰無

よいという結論を得た。 

，更新費の総和を LCCと定義

Cの算定においては，部材寿命

値とばらつきに基づく分布パ 
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表-2 構造仕様，初期建設費･更新費 
TYPE 1 54427 TYPE 2 86383
A-1塗装 11610 B-1塗装 12203
RC床版 18783 PC床版 69316
普通舗装 1972 改質舗装 2334
鋼製支承 14554 ゴム製支承 4198

単位

4198
856

ゴムジョイント伸縮装置

塗膜系防水層

ラメータを有する対数正規分布に従う乱数を発生させ，これを部材寿命とし

て扱うことで，部材寿命のばらつきを考慮するものとする。算定手順を図-2

に示す。また，算定にあたり社会的割引率を考慮する場合には，将来にわた

って発生する全てのコストを現在価値に換算し，その合計額を算出できる現

価法を用いるものとする。以下にその算定式を示す。 
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初期建設費，維持管理費，各部材の更新単価，算定期間の決定 

各部材寿命の平均値μと標準偏差σの決定 

部材寿命を対数正規分布に従うものと仮定し 
μとσより分布パラメータλとζを求める 

モンテカルロ法により（λ，ζ）の分布パラメータ 
を有する対数正規分布に従う乱数を発生させる 

乱数を部材寿命として取り扱い，更新時期を求める 

割引率を考慮する 

現価法を用い，更新時期に要する 
更新単価を現在価値に換算する 

算定期間内に要する部材の更新費を求める 

部材寿命の総和が 
算定期間を超える 

初期建設費，各部材の更新費，維持管理費を 
足し合わせたものを橋梁のLCCとする 

END 

この操作を部材ごとに繰り返す 

 
図-2  LCCの算定手順 

ここに，NPC=現在価値に換算した総コスト，Ct=t 年目に発生する

全てのコストの合計，i=社会的割引率，n=計算期間，SVn=n年目の

残存価値である。 

4.2 試算結果 

 図-2 に示す手順に従い割引率 4%を考慮して試算を行った維持

管理費を除く TYPE1，TYPE2 の LCC 分布図を図-3，平均値と標

準偏差を表-3に示す。表よりTYPE1の平均値が 104百万円，TYPE2

が 206百万円となり，算定期間 100年では TYPE2が TYPE1の約 2

倍のコストを要することになり，TYPE1 のほうが経済的であると

いう結果が得られた。また，TYPE2の標準偏差が 46百万円と大き

な値を示しているが，これは算定に用いた PC床版の寿命に関する

データのばらつきが大きいこと，PC 床版の更新単価と LCC 全体

に占める更新費の割合が大きいことに関係しているといえる。分

布形状については，図-3より TYPE1，TYPE2ともに平均値付近の

区間を中心に，左右対称に近い形状で広がりを見せているが，

TYPE2 については，グラフの右側で途切れを生じる形状となって

いる。これは算定期間内に，更新単価の大きさから LCCに大きく

影響を及ぼす PC床版の更新が少なくとも 1回は行われ，それに要 
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する更新費に関係した結果であるといえる. 

5. まとめ 

① アンケート調査によりある程度データ数の得られた部材につい

て，物理的寿命の平均値と標準偏差を明らかにした。 

② 部材寿命が対数正規分布に従うという仮定のもとで，モンテカル

ロ法により部材寿命の平均値とばらつきに基づく分布パラメー

タを有する対数正規分布に従う乱数を発生させ，これを部材寿命

として扱うという部材寿命のばらつきを考慮できる橋梁の LCC

推定法を提案し，その試算例を示した。 
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